
文教委員会資料① 

１ 平成２９年第３回定例会提出予定議案の説明 

(７)  議案第 ９０号 国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

(８)  議案第 ９１号 川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

(９)  議案第１００号  平成２９年度川崎市一般会計補正予算 

(１０) 議案第１０１号  平成２９年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計補正

予算 

(１１) 議案第１０６号 平成２８年度川崎市一般会計歳入歳出決算認定について 

(１２) 議案第１１０号 平成２８年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入

歳出決算認定について  

(１３) 報告第 １８号 かわさき市民放送株式会社ほか２１法人の経営状況について 

資料１ 国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律の施行に伴う関

係条例の整備に関する条例 

（うち、「川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例」、「川崎市幼保連携

型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例」、「川崎市

家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例」、「川崎市放課後児童健全

育成事業の設備及び運営の基準に関する条例」 新旧対照表） 

資料２ 川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例 新旧対照表 

こども未来局 

（平成２９年８月２９日）



川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 ○川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 

平成24年12月14日条例第56号 平成24年12月14日条例第56号

（職員） （職員） 

第29条 乳児院（10人以上の乳幼児を入所させるものに限る。）には、次に

掲げる職員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する

施設にあっては、調理員を置かないことができる。 

第29条 乳児院（10人以上の乳幼児を入所させるものに限る。）には、次に

掲げる職員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する

施設にあっては、調理員を置かないことができる。 

(１) 小児科の診療に相当の経験を有する医師又は嘱託医 (１) 小児科の診療に相当の経験を有する医師又は嘱託医 

(２) 看護師 (２) 看護師 

(３) 個別対応職員 (３) 個別対応職員 

(４) 家庭支援専門相談員 (４) 家庭支援専門相談員 

(５) 栄養士 (５) 栄養士 

(６) 調理員 (６) 調理員 

２ 家庭支援専門相談員は、社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有

する者、乳児院において乳幼児の養育に５年以上従事した者又は法第13条

第３項各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

２ 家庭支援専門相談員は、社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有

する者、乳児院において乳幼児の養育に５年以上従事した者又は法第13条

第３項各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

３ 乳児院においては、心理療法を行う必要があると認められる10人以上の

乳幼児又はその保護者に心理療法を行う場合は、心理療法担当職員を置か

なければならない。 

３ 乳児院においては、心理療法を行う必要があると認められる10人以上の

乳幼児又はその保護者に心理療法を行う場合は、心理療法担当職員を置か

なければならない。 

４ 心理療法担当職員は、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大

学の学部で心理学を専修する学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒

業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと

同等以上の能力を有すると認められる者でなければならない。 

４ 心理療法担当職員は、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大

学の学部で心理学を専修する学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒

業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと

同等以上の能力を有すると認められる者でなければならない。 

５ 第１項第２号に掲げる看護師の数は、乳児及び満２歳に満たない幼児お

おむね1.6人につき１人以上、満２歳以上満３歳に満たない幼児おおむね２

人につき１人以上、満３歳以上の幼児おおむね４人につき１人以上とする。

ただし、これらの合計数は７人を下回ってはならない。 

５ 第１項第２号に掲げる看護師の数は、乳児及び満２歳に満たない幼児お

おむね1.6人につき１人以上、満２歳以上満３歳に満たない幼児おおむね２

人につき１人以上、満３歳以上の幼児おおむね４人につき１人以上とする。

ただし、これらの合計数は７人を下回ってはならない。 

資料１
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改正後 改正前 

６ 前項の規定による看護師は、保育士（国家戦略特別区域法（平成25年法

律第107号）第12条の５第２項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含

む。以下同じ。）又は児童指導員（児童の生活指導を行う者をいう。以下

同じ。）をもってこれに代えることができる。ただし、10人の乳幼児を入

所させる乳児院にあっては２人以上、10人を超える乳幼児を入所させる乳

児院にあっては２人に、乳幼児がおおむね10人を増すごとに１人ずつを加

えた人数以上の看護師を置かなければならない。 

６ 前項の規定による看護師は、保育士（国家戦略特別区域法（平成25年法

律第107号）第12条の４第２項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含

む。以下同じ。）又は児童指導員（児童の生活指導を行う者をいう。以下

同じ。）をもってこれに代えることができる。ただし、10人の乳幼児を入

所させる乳児院にあっては２人以上、10人を超える乳幼児を入所させる乳

児院にあっては２人に、乳幼児がおおむね10人を増すごとに１人ずつを加

えた人数以上の看護師を置かなければならない。 

７ 前項の規定による保育士のほか、20人以下の乳幼児を入所させる施設に

は、保育士を１人以上置かなければならない。 

７ 前項の規定による保育士のほか、20人以下の乳幼児を入所させる施設に

は、保育士を１人以上置かなければならない。 
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川崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の

基準に関する条例 

○川崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の

基準に関する条例 

平成26年９月５日条例第34号 平成26年９月５日条例第34号

（職員の数等） （職員の数等） 

第６条 幼保連携型認定こども園には、各学級ごとに担当する専任の主幹保

育教諭、指導保育教諭又は保育教諭（次項において「保育教諭等」という。）

を１人以上置かなければならない。 

第６条 幼保連携型認定こども園には、各学級ごとに担当する専任の主幹保

育教諭、指導保育教諭又は保育教諭（次項において「保育教諭等」という。）

を１人以上置かなければならない。 

２ 特別の事情があるときは、保育教諭等は、専任の副園長若しくは教頭が

兼ね、又は当該幼保連携型認定こども園の学級数の３分の１の範囲内で、

専任の助保育教諭若しくは講師をもって代えることができる。 

２ 特別の事情があるときは、保育教諭等は、専任の副園長若しくは教頭が

兼ね、又は当該幼保連携型認定こども園の学級数の３分の１の範囲内で、

専任の助保育教諭若しくは講師をもって代えることができる。 

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育（満３歳未満の園児

については、その保育。以下同じ。）に直接従事する職員の数は、次の表

の左欄に掲げる園児の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める員数以上

とする。ただし、当該職員の数は、常時２人を下回ってはならない。 

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育（満３歳未満の園児

については、その保育。以下同じ。）に直接従事する職員の数は、次の表

の左欄に掲げる園児の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める員数以上

とする。ただし、当該職員の数は、常時２人を下回ってはならない。 

園児の区分 員数 

１ 満４歳以上の園児 おおむね30人につき１人 

２ 満３歳以上満４歳未満の園児おおむね20人につき１人 

３ 満１歳以上満３歳未満の園児おおむね６人につき１人 

４ 満１歳未満の園児 おおむね３人につき１人 

園児の区分 員数 

１ 満４歳以上の園児 おおむね30人につき１人 

２ 満３歳以上満４歳未満の園児おおむね20人につき１人 

３ 満１歳以上満３歳未満の園児おおむね６人につき１人 

４ 満１歳未満の園児 おおむね３人につき１人 

備考 １ この表に定める員数は、副園長（幼稚園の教諭の普通免許状（教

育職員免許法（昭和24年法律第147号）第４条第２項に規定する普

通免許状をいう。以下この項及び附則第９項において同じ。）を

有し、かつ、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第18条の18第１

項（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12条の５第８

項において準用する場合を含む。）の登録（以下この項において

「登録」という。）を受けたものに限る。）、教頭（幼稚園の教

備考 １ この表に定める員数は、副園長（幼稚園の教諭の普通免許状（教

育職員免許法（昭和24年法律第147号）第４条第２項に規定する普

通免許状をいう。以下この項及び附則第９項において同じ。）を

有し、かつ、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第18条の18第１

項（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12条の４第８

項において準用する場合を含む。）の登録（以下この項において

「登録」という。）を受けたものに限る。）、教頭（幼稚園の教
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改正後 改正前 

諭の普通免許状を有し、かつ、登録を受けたものに限る。）、主

幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭、助保育教諭又は講師であ

って、園児の教育及び保育に直接従事する者の数をいう。 

諭の普通免許状を有し、かつ、登録を受けたものに限る。）、主

幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭、助保育教諭又は講師であ

って、園児の教育及び保育に直接従事する者の数をいう。 

２ この表に定める員数は、同表の左欄の園児の区分ごとに右欄の

園児数に応じ定める員数を合算した数とする。 

２ この表に定める員数は、同表の左欄の園児の区分ごとに右欄の

園児数に応じ定める員数を合算した数とする。 

３ この表の第１項及び第２項に係る員数が学級数を下回るとき

は、当該学級数に相当する数を当該員数とする。 

３ この表の第１項及び第２項に係る員数が学級数を下回るとき

は、当該学級数に相当する数を当該員数とする。 

４ 園長が専任でない場合は、原則としてこの表に定める員数を１

人増加するものとする。 

４ 園長が専任でない場合は、原則としてこの表に定める員数を１

人増加するものとする。 

４ 幼保連携型認定こども園には、調理員を置かなければならない。ただし、

第14条第１項において読み替えて準用する川崎市児童福祉施設の設備及び

運営の基準に関する条例（平成24年川崎市条例第56号。以下「児童福祉施

設基準条例」という。）第46条（後段を除く。第８条第３項において同じ。）

の規定により、調理業務の全部を委託する幼保連携型認定こども園にあっ

ては、調理員を置かないことができる。 

４ 幼保連携型認定こども園には、調理員を置かなければならない。ただし、

第14条第１項において読み替えて準用する川崎市児童福祉施設の設備及び

運営の基準に関する条例（平成24年川崎市条例第56号。以下「児童福祉施

設基準条例」という。）第46条（後段を除く。第８条第３項において同じ。）

の規定により、調理業務の全部を委託する幼保連携型認定こども園にあっ

ては、調理員を置かないことができる。 

５ 幼保連携型認定こども園には、次に掲げる職員を置くよう努めなければ

ならない。 

５ 幼保連携型認定こども園には、次に掲げる職員を置くよう努めなければ

ならない。 

(１) 副園長又は教頭 (１) 副園長又は教頭 

(２) 主幹養護教諭、養護教諭又は養護助教諭 (２) 主幹養護教諭、養護教諭又は養護助教諭 

(３) 事務職員 (３) 事務職員 
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川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例 ○川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関する条例 

平成26年９月５日条例第35号 平成26年９月５日条例第35号

（職員） （職員） 

第26条 家庭的保育事業を行う場所には、次項に規定する家庭的保育者、嘱

託医及び調理員を置かなければならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合には、調理員を置かないことができる。 

第26条 家庭的保育事業を行う場所には、次項に規定する家庭的保育者、嘱

託医及び調理員を置かなければならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合には、調理員を置かないことができる。 

(１) 調理業務の全部を委託する場合 (１) 調理業務の全部を委託する場合 

(２) 第17条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入する場合 (２) 第17条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入する場合 

２ 家庭的保育者は、市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その他

の機関が行う研修を含む。）を修了した保育士（国家戦略特別区域法（平

成25年法律第107号）第12条の５第２項に規定する国家戦略特別区域限定保

育士を含む。以下同じ。）又は保育士と同等以上の知識及び経験を有する

と市長が認める者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。

２ 家庭的保育者は、市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その他

の機関が行う研修を含む。）を修了した保育士（国家戦略特別区域法（平

成25年法律第107号）第12条の４第２項に規定する国家戦略特別区域限定保

育士を含む。以下同じ。）又は保育士と同等以上の知識及び経験を有する

と市長が認める者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。

(１) 保育を行っている乳幼児の保育に専念できる者 (１) 保育を行っている乳幼児の保育に専念できる者 

(２) 法第18条の５各号及び法第34条の20第１項第４号のいずれにも該当

しない者 

(２) 法第18条の５各号及び法第34条の20第１項第４号のいずれにも該当

しない者 

３ 家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児の数は、３人以下とす

る。ただし、家庭的保育者が、家庭的保育補助者（市長が行う研修（市長

が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了した者

であって、家庭的保育者を補助するものをいう。第38条第２項において同

じ。）とともに保育する場合には、５人以下とする。 

３ 家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児の数は、３人以下とす

る。ただし、家庭的保育者が、家庭的保育補助者（市長が行う研修（市長

が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了した者

であって、家庭的保育者を補助するものをいう。第38条第２項において同

じ。）とともに保育する場合には、５人以下とする。 
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川崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例 ○川崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例 

平成26年12月18日条例第54号 平成26年12月18日条例第54号

（職員） （職員） 

第９条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、

放課後児童支援員を置かなければならない。 

第９条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、

放課後児童支援員を置かなければならない。 

２ 放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とする。ただし、

その１人を除き、補助員（放課後児童支援員が行う支援について放課後児

童支援員を補助する者をいう。第５項において同じ。）をもってこれに代

えることができる。 

２ 放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とする。ただし、

その１人を除き、補助員（放課後児童支援員が行う支援について放課後児

童支援員を補助する者をいう。第５項において同じ。）をもってこれに代

えることができる。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道

府県知事が行う研修を修了したものでなければならない。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道

府県知事が行う研修を修了したものでなければならない。 

(１) 保育士（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12条の５第

２項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。）の資格を有する

者 

(１) 保育士（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12条の４第

２項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。）の資格を有する

者 

(２) 社会福祉士の資格を有する者 (２) 社会福祉士の資格を有する者 

(３) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する高等学校（旧中等学

校令（昭和18年勅令第36号）による中等学校を含む。）若しくは中等教

育学校を卒業した者、同法第90条第２項の規定により大学への入学を認

められた者若しくは通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通

常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含

む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者

（第９号において「高等学校卒業者等」という。）であって、２年以上

児童福祉事業に従事したもの 

(３) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する高等学校（旧中等学

校令（昭和18年勅令第36号）による中等学校を含む。）若しくは中等教

育学校を卒業した者、同法第90条第２項の規定により大学への入学を認

められた者若しくは通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通

常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含

む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者

（第９号において「高等学校卒業者等」という。）であって、２年以上

児童福祉事業に従事したもの 

(４) 学校教育法に規定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高

等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者 

(４) 学校教育法に規定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高

等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者 

(５) 学校教育法に規定する大学（旧大学令（大正７年勅令第388号）によ (５) 学校教育法に規定する大学（旧大学令（大正７年勅令第388号）によ
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改正後 改正前 

る大学を含む。）において社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術

学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した者 

る大学を含む。）において社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術

学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した者 

(６) 学校教育法に規定する大学において、社会福祉学、心理学、教育学、

社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課

程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第102条第２項

の規定により大学院への入学が認められた者 

(６) 学校教育法に規定する大学において、社会福祉学、心理学、教育学、

社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課

程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第102条第２項

の規定により大学院への入学が認められた者 

(７) 学校教育法に規定する大学院において、社会福祉学、心理学、教育

学、社会学、芸術学若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当

する課程を修了した者 

(７) 学校教育法に規定する大学院において、社会福祉学、心理学、教育

学、社会学、芸術学若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当

する課程を修了した者 

(８) 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術

学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した者 

(８) 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術

学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した者 

(９) 高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全育成事業

に類似する事業に従事した者であって、市長が適当と認めたもの 

(９) 高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全育成事業

に類似する事業に従事した者であって、市長が適当と認めたもの 

４ 第２項の支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支援であって、

その提供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをい

い、１の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね40人以下とする。 

４ 第２項の支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支援であって、

その提供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをい

い、１の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね40人以下とする。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供

に当たる者でなければならない。ただし、利用者が20人未満の放課後児童

健全育成事業所であって、放課後児童支援員のうち１人を除いたもの又は

補助員が同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事している場合

その他の利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供

に当たる者でなければならない。ただし、利用者が20人未満の放課後児童

健全育成事業所であって、放課後児童支援員のうち１人を除いたもの又は

補助員が同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事している場合

その他の利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 
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川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 改正後 改正前 

○川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例 

○川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例 

平成26年９月５日条例第36号 平成26年９月５日条例第36号

（受給資格等の確認） （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設の設置者は、特定教育・保育の提供を求められ

た場合は、必要に応じて、支給認定保護者の提示する支給認定証（支給認

定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合にあっては、子ども・子

育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第７条第２項の規定

による通知）により、支給認定の有無、支給認定子どもの該当する法第19

条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、支給認定の有効期間、

保育必要量等を確認するものとする。 

第８条 特定教育・保育施設の設置者は、特定教育・保育の提供を求められ

た場合は、支給認定保護者の提示する支給認定証により、支給認定の有無、

支給認定子どもの該当する法第19条第１項各号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分、支給認定の有効期間、保育必要量等を確認するものとする。 

資料２
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